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【令和６年度一般会計決算状況】

１　総　括

２　歳　入

※その他の内訳
預金利子 　1,659,186円
雑入 　442,585円
財産収入  46,332円

　令和６年度予算は、埼玉県後期高齢者医療広域連合の運営、管理に必要な各経費を主に計上しており、一般会計歳入歳出予算額は最
終的に２２億６,０８２万６千円となりました。

　また、一般会計歳入歳出決算額は、歳入が２２億６,２６１万８，９００円であったのに対し、歳出は２２億２，４６６万４，３３５
円であり、歳入歳出差引額は３,７９５万４，５６５円となっております。令和６年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や、
繰越明許費繰越額等はありませんので、実質収支額も同額となります。

　構成市町村からの共通経費負担金が２２億２,５５５万９，１００円で歳入全体の９８.３６％、前年度繰越金が２,３９３万６，１４
９円で同１.０６％、特別調整交付金が１,０９７万５，５４８円で同０.４９％、その他の収入額が２１４万８，１０３円で同０.０
９％となっております。

単位：円
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　歳出の目的別内容

議会費　 １０月と１月に定例会の計２回の議会を開催し、
広域連合の条例、予算案等を審議しました。

総務費  広域連合の運営や事務処理を円滑に執行しました。
民生費  後期高齢者医療制度事業に係る事務経費を特別会計

に繰出しました。

　歳出の性質別内容

人件費　　議員報酬、会計年度任用職員報酬及び各種審議会等
の委員報酬

物件費　　各種の委託契約に係る経費や物品の購入費用等
補助費等　職員の派遣元自治体に支出している負担金や各種団

体への負担金
積立金 財政調整基金への積立金

　性質別では、繰出金が１５億９,０４１万円で、歳出全体の７１.４９％、補助費等が３億１,１１８万７５８円で同１３.９９％、積
立金が２億３,８２３万３，３３２円で同１０.７１％、物件費が５,５１６万８，１６８円で同２.４８％、人件費が２,９６７万２，０
７７円で同１.３３％となっております。

３　歳　出

　目的別では、民生費が１５億９,０４１万円で、歳出全体の７１.４９％、総務費が６億３,３５０万６，１３４円で同２８.４８％、
議会費が ７４万８，２０１円で、同 ０.０３％となっております。

単位：円

単位：円
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【一 般 会 計】 

主 要 施 策 の 成 果 
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議会費

細節 金額(円）

総務課

01 報酬 議員報酬 210,000

08 旅費 費用弁償 20,000

消耗品費 0

食糧費 2,907

12 委託料 会議録作成委託料 357,774

13
使用料及び
賃借料

議会会場使用料、事務
機器賃借料

157,520

計 748,201

総務費

細節 金額(円）

総務課

07 報償費 高齢者医療懇話会報償金 204,672

10 需用費 食糧費 2,980

通信運搬費 33,522

高齢者医療懇話会保険料 13,000

12 委託料 会議録作成委託料 81,400

13
使用料及び
賃借料

会議室使用料 41,497

計 377,071

【一般会計】主要施策の成果

事 業 の 概 要
執 行 額

節

課名・事業名

10 需用費

節

11

執 行 額
事 業 の 概 要

課名・事業名

定例会を２回開催し、１５議案の審議、審査を行った。

役務費

懇話会を２回開催し、広域計画の見直しなど、後期高齢者医療制度の円滑か
つ適正な運営について、広く関係者の意見を聞いた。

広域連合議会運営事業

予算現額：1,900,000円

後期高齢者医療懇話会開催事業

予算現額：560,000円
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細節 金額(円）
事 業 の 概 要

執 行 額
節

課名・事業名

総務課

01 報酬 非常勤職員報酬 18,853,200

期末手当 3,505,586

勤勉手当 2,957,929

04 共済費 社会保険料 4,081,362

08 旅費 費用弁償 954,070

12 委託料 健康診断委託料 169,400

計 30,521,547

総務課

12 委託料 財政分析委託料 715,000

計 715,000

総務課

情報機器運用委託料 4,433,000

財務会計システム保守委託料 792,000

広域連合システムＩＴ
コンサルタント委託料

3,740,000

電算機器等賃借料 22,189,200

財務会計システム機器
等賃借料

805,200

事務機器賃借料 402,820

計 32,362,220

総務課

18
負担金、補助
及び交付金

事務局職員給与等負担
金

309,877,976
事務局職員３９名の給与等相当分に係る負担金を支払った。

計 309,877,976

総務課

財政調整基金積立金 238,187,000

財政調整基金利子積立金 46,332

計 238,233,332

事務局職員給与等負担金

予算現額：326,590,000円

財政状況分析、財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算
書、資金収支計算書）の作成を行った。

財政分析事業

予算現額：715,000円

会計年度任用職員雇用事業

予算現額：31,233,000円

13
使用料及び
賃借料

12 委託料
電算機器運用・維持管理事業

予算現額：35,210,000円

03

情報系システム及び財務会計システムの機器類（サーバ・端末・プリンタ
等）の調達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務やシステムＩＴコン
サルタントからの支援を受ける業務委託を行った。

職員手当等

財政調整基金費

予算現額：238,237,000円

24 積立金

新たに設置した財政調整基金に、元金の積立及び利子の積立を行った。

職員の事務補助のため一般事務補助員７名、保健事業の推進のため保健師１
名の会計年度任用職員を雇用した。
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令和６年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況 
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【令和６年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況】

１　総　括

２　歳　入

　特別高額医療費共同事業交付金

　721,045,297円

 諸収入　 　936,563,650円

　財産収入  20,039,155円

　また、特別会計歳入歳出決算額は歳入が９,２４９億５,０４３万３，５０１円であったのに対して、歳出は９,０９３億４,４６７万５，８８
９円で、歳入歳出差引額は１５６億５７５万７，６１２円となっております。令和６年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や繰越明
許費繰越額等はありませんので、実質収支額も同額となります。

　令和６年度予算は、医療給付費等に係る予算を中心に計上しており、特別会計歳入歳出予算額は最終的に９，３５０億９，００４万４，００
５円となりました。

　支払基金交付金が３,６０６億３,７５６万４千円で歳入全体の３８.９９％、国庫支出金が２,８２３億７,６６５万１，７７７円で、同３０.
５３％、市町村支出金が１,８４４億７,２９４万３，１５８円で同１９.９４％（うち保険料等負担金１,１３１億４，５０８万３，１７１円で
同１２.２４％）、県支出金が７５２億９，９４８万５，６１７円で同８.１４％、前年度繰越金が１０７億９，６４４万３，８４７円で同１．
１７％、繰入金が９６億８，９６９万７千円で同１.０５％、その他が１６億７，７６４万８，１０２円で同０.１８％となっております。

※その他の内訳

単位：円
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特別高額医療費共同事業拠出金　

729,015,059円

支払基金拠出金

714,247,239円

※その他の内訳

　保険給付費が８，９０８億７８１万２８２円で歳出全体の９７.９６％を占めており、諸支出金が８０億２，５５４万８，７４５円で同０.８
８％、保健事業費が４６億２，０７６万９５８円で同０.５１％、基金積立金が２４億５，２３７万４，６３４円で同０.２７％、総務費が１９
億９，４９１万８，９７２円で同０.２２％、その他が１４億４，３２６万２，２９８円で同０.１６％となっております。

３　歳　出

単位：円

-12-



【後期高齢者医療事業特別会計】 

主 要 施 策 の 成 果 
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総務費

細節 金額(円）

総務課

11 役務費 通信運搬費 165,132

12 委託料
電算処理システム機器
保守管理等委託料

59,708,143

13
使用料及び
賃借料

広域連合システム機器
等賃借料

257,104,969

クラウドサービス使用
料

145,106,951

18
負担金、補助
及び交付金

医療保険者等向け中間
サーバー等運営負担金

37,743,684

広域連合電算処理シス
テム共同事業負担金

11,307,000

計 511,135,879

総務課

12 委託料
電算処理システム機器
保守管理等委託料

111,758,982

13
使用料及び
賃借料

ソフトウェアライセン
ス使用料

13,102,676

計 124,861,658

保険料課

10 需用費 印刷製本費 33,520,959

計 33,520,959

保険料課

12 委託料
被保険者証作成等業務
委託料

113,135,000

計 113,135,000

標準システム機器等更改事業

予算現額：138,335,005円

後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）のクラウド化等のシステ
ム更改に対応し、かつ、従来の独自システムを外付けで引き続き運用するた
めのシステム開発や移行業務を行った。

印刷製本事業

予算現額：52,576,000円

後期高齢者医療制度の周知・広報のため、制度概要パンフレット（145.75万
部）、被保険者証の更新に係る周知用ポスター（1.1万部）及び送付用封
筒、資格確認書（12月時点23.3万枚、暫定運用による追加7万枚）、マイナ
保険証推進のためのリーフレット（年次更新時：127.8万部、暫定運用によ
る追加30万部）、保険料周知用リーフレット（145.5万部）、令和６年保険
料改定に係る周知用リーフレット（133万部）を作成した。

被保険者証作成等事業

予算現額：160,151,000円

年次更新及び再交付時の被保険者証等の作成と、被保険者への送付に係る封
入封緘までの業務を委託した。
また、限度額適用認定証帳票に問合せ市町村の連絡先を追加表示する業務を
委託した。

電算機器運用・維持管理事業

予算現額：566,562,000円

後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）の機器類（サーバ・端
末・プリンタ等）の調達及び保守・運用管理業務や、クラウド化に伴うクラ
ウドサービスの利用等の業務を行った。

【後期高齢者医療事業特別会計】主要施策の成果

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節
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細節 金額(円）

保険料課

18
負担金、補助
及び交付金

制度改正周知費用補助
金

19,535,797

計 19,535,797

給付課

12 委託料
電算処理システム運用
業務委託料

202,892,400

計 202,892,400

給付課

12 委託料 レセプト点検委託料 122,760,000

計 122,760,000

給付課

12 委託料
医療費通知作成業務委
託料

71,829,614

計 71,829,614

給付課

12 委託料
支給決定通知作成業務
委託料

73,456,333

計 73,456,333

給付課

12 委託料
損害賠償求償事務委託
料

18,318,895

計 18,318,895

給付課

12 委託料
ジェネリック医薬品利
用差額通知業務委託料

12,056,000

計 12,056,000

後期高齢者医療に関する支給決
定通知事業

予算現額：91,920,000円

高額療養費や療養費等の支給額をお知らせするため、支給決定通知の作成等
業務を委託した。

損害賠償求償事業

予算現額：25,164,000円

交通事故等の第三者行為に係る医療費を請求するため、損害賠償求償事務を
委託により実施した。
件数割（603件 × @1,600円）　求償割額（694,163,950円 × 2.5%）

ジェネリック医薬品利用差額通
知事業

予算現額：22,000,000円

医療給付費の適正化を図るため、ジェネリック医薬品利用差額通知の作成及
び発送等の業務を委託により実施した。
（送付件数　80,344件、使用率（11月診療分）88.3％）

後期高齢者医療に関する電算処
理システム運用事業

予算現額：214,050,000円

広域連合電算処理システムの円滑な運用を図るため、資格管理業務、賦課業
務、
収納業務、給付業務に係る運用業務を委託により実施した。

レセプト点検事業

予算現額：122,760,000円

医療給付費の適正化を図るため、診療報酬明細書等（レセプト）の内容点検
業務を委託により実施した。

後期高齢者医療に関する医療費
通知事業

予算現額：99,090,000円

適正受診の促進及び医療機関からの不正請求防止のため、医療費通知の作成
等の業務を委託により実施した。
（2回送付　計2,511,525通×　@26円×消費税）

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

制度改正周知費用補助事業

予算現額：66,547,000円

マイナンバーカードと健康保険証の一体化の推進及び令和６年保険料改定に
伴い、市町村が負担した経費（郵送費、周知・広報費等）に対して補助金を
交付した。
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保険給付費

細節 金額(円）

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

療養給付費等 862,722,496,595

計 862,722,496,595

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

訪問看護療養費 11,729,768,729

計 11,729,768,729

給付課

12 委託料 審査支払委託料 1,875,383,755

計 1,875,383,755

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額療養費 10,218,564,925

計 10,218,564,925

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額療養費外来年間合
算

335,515,621

計 335,515,621

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額介護合算療養費 906,558,037

計 906,558,037

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

葬祭費 3,019,500,000

計 3,019,500,000

高額療養費（外来年間合算）支
給事業

予算現額：339,218,000円

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払っ
た外来分の一部負担金の合計が自己負担限度額を超えた場合、申請により限
度額を超えた金額を高額療養費として支給した。

高額介護合算療養費支給事業

予算現額：1,017,077,000円

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払っ
た医療保険と介護保険の自己負担額を合算し、限度額を超えた場合、申請に
より限度額を超えた金額を高額介護合算療養費として支給した。

葬祭費支給事業

予算現額：3,335,000,000円

葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行者
に対して葬祭費を支給した。
（葬祭費60,390件×@50,000円）

訪問看護療養費支払事業

予算現額：11,729,769,000円

被保険者が安心して訪問看護を受け続けるため、被保険者が居宅において、
訪問看護ステーションの看護師等から訪問看護を受けた場合の訪問看護療養
費を支払
った。

診療報酬明細書等審査支払事業

予算現額：2,021,178,000円

適正な医療費を支払うために、保険医療機関等から請求のあった診療報酬明
細書等（レセプト）について請求内容の審査事務及び診療報酬等支払事務を
委託により実施した。
（審査支払手数料 32,477,709件×@57円、レセプトオンライン請求システム
手数料  31,782,037件×@0.76 円）

高額療養費支給事業

予算現額：10,955,475,000円

被保険者の負担軽減のため、１か月間に支払った一部負担金の合計が自己負
担限度額を超えた場合、申請により自己負担限度額を超えた金額を高額療養
費として支給した。

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

療養給付等支払事業

予算現額：885,496,733,000円

被保険者が安心して医療を受け続けるため、審査を経た保険医療機関等から
の診療報酬明細書等（レセプト）に基づき、診療報酬等を支払った。
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保健事業費

細節 金額(円）

給付課

12 委託料 健康診査委託料 3,479,546,532

計 3,479,546,532

給付課

12 委託料 歯科健康診査委託料 106,277,567

計 106,277,567

給付課

12 委託料 市町村保健事業委託料 457,621,465

計 457,621,465

歯科健康診査事業

予算現額：143,883,000円

埼玉県歯科医師会への業務委託により、前年度75歳及び80歳年齢到達者を対
象に歯科健康診査を実施した。
（受診者数：17,187人　受診率：9.2％）

後期高齢者保健事業

予算現額：596,868,000円

国の特別調整交付金の交付基準に基づく保健事業と介護予防等の一体的な実
施に係る事業を委託により実施した。

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

健康診査事業

予算現額：4,004,462,000円

被保険者の健康保持・増進のため、各市町村への業務委託により健康診査を
実施した。
（受診者数：385,419人　受診率：36.5％）
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〈 参 考 資 料 〉 
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４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

人　口 (人) 7,332,846 7,333,086 7,331,705 7,331,041 7,329,730 7,329,258 7,330,697 7,329,133 7,326,255 7,320,520 7,317,916 7,321,033

被保険者数 (人) 1,092,653 1,095,999 1,099,119 1,102,581 1,106,287 1,110,552 1,114,255 1,117,551 1,120,160 1,122,014 1,124,800 1,127,947

人口に占める
被保険者の割合 (％)

14.90 14.95 14.99 15.04 15.09 15.15 15.20 15.25 15.29 15.33 15.37 15.41

注： 人口は、埼玉県推計人口（毎月１日現在）を前月末人口とした。
被保険者数は、広域連合の事業状況報告書Ａ表（毎月月末現在）による。

被保険者の加入状況（令和 ６ 年度）

令和６年 令和７年

1,050
1,055
1,060
1,065
1,070
1,075
1,080
1,085
1,090
1,095
1,100
1,105
1,110
1,115
1,120
1,125
1,130
1,135

7,300

7,305

7,310

7,315

7,320

7,325

7,330

7,335

7,340

7,345

7,350

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

（
単
位

千
人
）

被保険者数

（
単
位

千
人
）

人口 埼玉県の人口と被保険者数の推移

人 口 (人)

被保険者数 (人)

12.40

12.90

13.40

13.90

14.40

14.90

15.40

15.90

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

％ 人口に占める被保険者の割合
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○医療給付費の支給状況

件数：３４，６６８，８０１件(レセプト件数・支給件数)　　総額：８８５，９１２，９２６，５２７円　　一人当たりの給付費：７９９，６２１円

○高額療養費の支給状況（再掲）

件数：２，１４９，４０１件  総額： １０，５５４，０８０，５４６円（１件当たり：約４，９１０円）

○高額介護合算療養費の支給状況（再掲）

　　件数：６４，０８８件 　総額： ９０６，５５８，０３７円（１件当たり：約１４，１４６円）

○移送費の支給状況（再掲）

　　件数：１件 　総額： ２２，６２０円（１件当たり：２２，６２０円）

○葬祭費の支給状況

件数：６０，３９０件 　総額： ３，０１９，５００，０００円

○保健事業の実施状況

健康診査受診者数 ： ３８５，４１９人 受診率： ３６．５％

　　歯科健康診査受診者数 ： １７，１８７人 受診率： ９．２％

<参考>　市町村における保険料収納状況

※ 収納額により算出　後期高齢者医療事業状況報告書(事業年報)Ｂ表(1)から

<参考>　低所得者への軽減状況

収納率割合※

滞 納 繰 越 分

合 計

現 年 度 分

調定額（円） 収納額（円）

53,598,039,600

41,541,769,145

95,139,808,745

285,815,001

95,425,623,746

100.00%

98.74%

99.45%

53,598,039,600

42,070,482,200

95,668,521,800

766,746,636

96,435,268,436

特 別 徴 収

普 通 徴 収

計

56.02%

43.98%

100.00%

37.28%

98.95%

　基礎控除額(43万円)+29.5万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

　基礎控除額(43万円)+54.5万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

均等割7割軽減

均等割5割軽減

均等割2割軽減

被保険者数(人)

（公的年金収入が令和6年1月1日時点で65歳以上は125万円超、65歳未満は60万円超）の数

※ 年金・給与所得者の数とは、同一世帯内の被保険者及び世帯主のうち、給与所得がある方（給与収入が55万円超）または、公的年金等所得がある方

3,321,163,390

1,566,196,560

172,435,790

　基礎控除額(43万円)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

軽減判定基準 (  部分は年金・給与所得者の数※が2人以上の場合に計算します) 軽減額(円)

13,764,576,480428,003

均等割5割軽減(被扶養) 　制度加入直前に被用者保険の被扶養者であった者

144,587

170,424

7,507
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○後期高齢者医療費等に係る決算状況

　なお、これらについて図に表したものが次ページ「令和６年度　埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要」です。

　医療費等に係る歳出については、全体で９,０７３億４,９７５万６，９１７円となっており、その内訳は療養給付費（訪問看護費、高額療養費など
含む）が８,８５９億１，２９２万６，５２７円で医療費に係る歳出全体の９７.６４％、償還金が７８億５,２２０万５，３６５円で同０.８６％、健
康診査事業に要する費用（健康相談訪問指導に要する経費を含む）が３６億１,８１５万２，７９２円で同０.４０％、葬祭費が３０億１,９５０万円
で同 ０.３３％、基金積立金（保険給付費支払基金）が２４億５，２３７万４，６３４円で同０.２７％、審査支払手数料が１８億７,５３８万３，７
５５円で同０.２１％、長寿・健康増進事業に要する経費が５億４，４９８万６，７０１円で同０.０６％、介護予防との一体的実施に要する経費が４
億 ５，７６２万１，４６５円で同０.０５％、その他が１６億１,６６０万５，６７８円で同０.１８％となっております。

　特別会計決算の中で、後期高齢者医療制度の事務執行に係る経費を除いた療養の給付費等に要する費用や保険料を財源として執行した事業費等の決
算状況（後期高齢者医療費等に係る決算状況）を別にとりまとめました。

　医療費等に係る歳入については、全体で９,２２５億１，７１６万７，７３４円となっており、その内訳は支払基金交付金（現役世代からの支援
金）が ３,６０６億３,７５６万４千円で医療費に係る歳入全体の３９.０９％、国庫負担金（高額医療費負担金含む）が２,１９４億９,４２３万円
９，４７１円で同２３.７９％、保険料負担金（市町村で徴収した保険料）が９５５億７,８１０万８，９６６円で同１０.３６％、埼玉県からの療養
給付費負担金（高額医療費負担金含む）が７５２億９,９４８万５，６１７円で同８．１６％、市町村からの療養給付費負担金が７１３億２，７８５
万９，９８７円で同７．７３％、国からの調整交付金が６２４億３，９２７万５５５円で同６.７７％、保険基盤安定負担金が１７５億６,６９７万
４，２０５円で同１.９０％、前年度繰越金が１０１億１,８５６万２，２６９円で同１.１０％、保険給付費支払基金の取崩し額が８０億９,９２８万
７千円で同０.８８％、健康診査事業に係る補助金が２億５,３９８万４千円で同０．０３％、その他１７億１８３万１，６６４円で同０.１９％と
なっております。
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①歳入（後期高齢者医療費等に係る収入） 億円
(F) 繰越金
101 億円 1.1%

(A) 国庫負担金 (C) 県負担金 (E) 支払基金交付金　(現役世代からの支援金)
176 億円 1.9%

2,195 億円 624 億円 753 億円 713 億円 3,606 億円

(H) 健診事業補助金
3 億円 0.0%

(I ) 第三者納付金等
17 億円 0.2%

実績見込 実績見込 実績見込 実績見込 実績見込
2,120 億円 624 億円 707 億円 687 億円 3,609 億円 81 億円 0.9%

②歳出　（後期高齢者医療等に係る支出） 億円 (M) 償還金

79 億円 0.9%

(L) 療養の給付等に要する費用 25 億円 0.3%
（療養給付費・訪問看護費・高額療養費・高額介護合算療養費など）

保険料充当分 5 億円 0.1%
8,859 億円 863

(P) 審査支払手数料等
19 億円 0.2%

保険料充当分 (Q) 葬祭費
億円 30 億円 0.3%

③決算剰余金 (R) 健康診査事業費

歳入（ 億円） － 歳出（ 152 億円 36 億円 0.4%
(S) 一体的実施費

決　　算　　額 　実 績 見 込 額 5 億円 0.1%
国庫負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円 (T)その他
県負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円 16 億円 0.2%
市町村負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円

支払基金交付金精算 億円 － 億円 ＝ 億円

R5財政調整交付金精算 億円

7,267 億円 7,123 億円 億円

④保険給付費支払基金積戻額

◎決算剰余金（ 152 億円） － 返還　・　追加予定差引合計額（ 107 億円） 　＝ 45 億円 （歳出に対して 0.5%) ※金額は億円単位としているため、

実際の決算額とは一致しません。

返還予定額 追加予定額

億円

億円

0753 707
713 687 27 0 億円

億円3,606 3,609 0

6
2,195 2,120 75 0

9,225

(D) 市町村 (K) 保険料 (G) 保険基盤安定負担金

(県3/4 市町村1/4)

対象額の 4/10、現役並み被保険者分

(N) 保険給付費支払基金積立金

(O) 長寿・健康増進事業費等

(J) 保険給付費支払基金繰入金

(国庫） (高額医療費負担金含む) 負担金 負担金

対象額の 3/12 対象額の1/12 対象額の1/12

23.8% 6.8% 8.2%

97.6%

93

9,225 9,073 億円）＝

億円

計 110

(B) 調整交付金

億円3

7.7% 39.1%

9,073

3

10.4%

956

億円

(高額医療費負担金含む)

2 億円

令和６年度 埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要
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